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はじめに 

 

「土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会は、豊富に蓄積された森林資源を土木

分野で積極的に活用し地球環境問題に貢献するという旗印の下、2007年に（一社）日本森林学

会、（一社）日本木材学会、（公社）土木学会が協力して立ち上げた団体です。土木学会に「木材

工学委員会」が設置された2012年以降は、木材工学委員会と連携しながら「土木における木材

の利用拡大に向け」共同研究の推進、シンポジウム開催などの活動を続けております。 

2012年3月に提言「土木分野における木材の利用拡大に向けて」を、2017年3月には第2次

提言「土木分野での木材利用拡大に向けて-地球温暖化緩和・林業再生・持続可能な建設産業を

目指して-」を先の3学会と共に作成し、国土交通省や林野庁をはじめとする関係省庁等に提出し

ました。さらに、第2次提言に合わせて「土木技術者のための木材工学入門」を出版し、木材にな

じみのない土木技術者に対して森林や木材を分かりやすく解説する取組も始めました。この入門

書は発行から日が浅いにもかかわらず初版が完売し、現在は注文の都度オンデマンド印刷で対

応しているところです。さらに昨年度に、土木分野の研究者や技術者が木材や木材利用に対して

抱く素朴な疑問に答える「Ｑ＆Ａでわかる土木と木材」を発行するなど、土木分野で木材を利用す

る際の垣根を低くするような取組を継続しております。 

一方、世界に目を転じれば、2015年9月の国連サミットで「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals－ＳＤＧｓ）」が採択されるなど、土木分野はもとより様々

な分野でSDGsの17の目標に挙げられた169のターゲットを意識した取組が求められるように

なっており、我が国においてもSDGsに向けた取組が官民一体となって進められています。我が

国に豊富に蓄積された木材資源は、SDGｓの複数の目標と親和性が極めて高い材料であること

から、土木工事に木材をうまく取り入れることによってこれらの目標やターゲットに土木分野もこ

れまで以上に貢献することが可能となります。 

そこで本年度の木材利用シンポジウムでは特別講演として、三菱地所内に立ち上げたR&Dユ

ニットでCLT等の木材・木質材料を活用したさまざまな事業を実践してきた実績や、これらの活

動によって見えてきた課題を解決するために設立した製造から販売までを一気通貫で行う総合

林業会社などについて、三菱地所設計R&D推進部 木質建築ラボ チーフエンジニアの海老澤渉

氏にお話いただきます。 

また、特別講演に併せて、木材工学研究発表会優秀講演者表彰式、木材工学委員会研究小委

員会活動などについてもご報告させていただきます。本シンポジウムと本冊子が、土木分野にお

ける木材の需要拡大、さらには皆様の木材利用を通じたSDGs貢献への一助となれは幸゙いです。 

最後になりましたが、幹事学会として事務局運営や会議室の提供など多大なご協力をいただい

ております土木学会並びに関係各位に感謝申し上げ、今後の活動にさらなるご協力をお願い申し

上げます。 

 

202３年５月 土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会 委員長 桃原郁夫 





 

2022 年度 

土木における木材の利用拡大に関する横断的研究報告書 

（第１３回木材利用シンポジウム講演要旨集） 
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第1３回木材利用シンポジウム 

 

 

第１部 

 

三菱地所グループの国産材活用に向けた新たな取組 

「～木造木質化事業で、まちともりの架け橋に～」 

 

 

 

 

 

海老澤渉氏 

（三菱地所設計 R&D 推進部 チーフエンジニア） 
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海老澤渉 
三菱地所設計 R&D推進部 木質建築ラボ チーフエンジニア、 
三菱地所 関連事業推進部 木造木質化事業推進室 統括、 
MEC Industry 技術部 クリエイティブエンジニア 

■講演タイトル 
三菱地所グループの国産材活用に向けた新たな取組 
～木造木質化事業で、まちともりの架け橋に～

■講演要旨 
2016 年に三菱地所株式会社内の新規事業提案制度を活用しCLTユニット（現CLT WOOD 
PROMOTIONユニット）を立ち上げました。自社のアセット開発にCLTを取り入れる手
法の研究開発、木材活用の事業化を目的としたR&Dユニットです。日本国内で高層建築初
となるCLT-鉄骨ハイブリッド構造のマンションを建設し、空港やオフィスビル、商業施設、
ホテルなどで木造化（CLT 等木材利用）を実践してきました。本講演では、この実案件で
チャレンジしてきた内容を紹介します。またこの実案件から得られた課題を解決し、自社ア
セット開発での木材利用だけではなく、広く木材利用を普及推進していくことが可能とな
るよう製造から販売までを一気通貫で行う総合林業会社 MEC Industry 株式会社の設立に
至りました。MEC Industry の木材活用商品のテーマは特殊で限られた人しかできない木造
化木質化技術ではなく、木質デザインをしたい人、木材利用を通じて環境貢献をしたい人、
あらゆる人が気軽に建築物に木材利用を可能にする商品を提供することです。MEC 
Industry 社の取組も紹介します。 

3





第2部 

木材工学委員会活動報告 

1. CO2収支評価研究小委員会

2. 木橋の新技術に関する研究小委員会

3. 地中使用木材の耐久性と

耐震性研究小委員会 

4. 木製建設資材に関する研究小委員会
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⽊橋の新技術に関する研究⼩委員会

既設⽊橋の耐久性調査 全国⽊橋サミットの共催 ⽊橋技術協会との連携

委員⻑ 豊⽥ 淳 ジオテックコンサルタンツ(株)
副委員⻑ 荒⽊ 昇吾 服部エンジニア(株)
幹事⻑ 佐々⽊ 貴信 北海道⼤学
幹 事 原⽥ 浩司 ⽊構造振興(株)
幹 事 平沢 秀之 函館⼯業⾼等専⾨学校
幹 事 渡辺 浩 福岡⼤学
委 員 軽部 正彦 森林総合研究所
委 員 後藤 ⽂彦 秋⽥⼤学
委 員 中村 昇 岡⼭⼤学
委 員 原⽥ 真樹 森林総合研究所
委 員 本⽥ 秀⾏ ⾦沢⼯業⼤学
委 員 宮武 敦 森林総合研究所
委 員 森川 勝仁 アーバンパイオニア設計(株)
委 員 浜野 達朗 (公財)秋⽥県⽊材加⼯推進機構
委 員 ⼾沼 淳 ⼾沼岩崎建設(株)
委 員 宮内 輝久 北海道⽴総合研究機構 林産試験場
委 員 加藤 真吾 東電設計(株)
委 員 吉⽥ 誠 東京農⼯⼤学
委 員 諸⼾ 順⼦ 京都府流域下⽔道事務所
委 員 植野 芳彦 植野インフラマネジメントオフィス
委 員 下妻 達也 福岡⼤学
委 員 ⻘⽊ 由⾹利 秋⽥⼤学
委 員 上⽥ 麟太郎 岐⾩県⽴森林⽂化アカデミー

⼟⽊学会 ⽊材⼯学委員会 ⽊橋の新技術に関する研究⼩委員会

⼟⽊学会では、1993年に「⽊構造⼩委員会（委員⻑︓薄⽊征三 秋⽥⼤学教授）」
が初めて組織され、以降、⼩委員会名やメンバーを更新しながら現在まで⽊橋に関
する調査研究活動を継続しています。
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⽊橋の新技術に関する研究⼩委員会の主な活動内容

・⽊橋の新技術に関する調査研究
CLT床版を⽤いた橋梁補修に関する研究ほか

・全国⽊橋サミットの共催
2023 三好市（祖⾕のかずら橋）
2022 加賀市（こおろぎ橋）
2019 岩国市（錦帯橋）
2018 会津若松市（鶴ヶ城廊下橋）
2017 鶴⽥町（鶴の舞橋）

・⽊橋技術協会との連携
⽊橋点検要領の発刊
既設⽊橋の耐久性調査ほか

4

CLTを⽤いた既設林道橋の床版取替えの検討
CLT床版を⽤いた橋梁補修に関する研究
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カラマツCLTの床版による林道橋の
補修⼯事（芦別市 2023.1.28）

CLT床版を⽤いた橋梁補修に関する研究

湯ノ⼜橋（1990年3⽉竣⼯，秋⽥県）の耐久性調査 2022.9.7
既設⽊橋の耐久性調査研究
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湯ノ⼜橋（1990年3⽉竣⼯，秋⽥県）の耐久性調査 2022.9.7

アーチリブ、床版︓スギ集成材
タイ材、床桁、吊り材︓鋼材

2022.8の豪⾬災害後の調査では、特に異常は
確認されず、健全な状態であった。

既設⽊橋の耐久性調査研究

1987 建築基準法の改正 （木造の制限緩和，集成材建築の登場）

1997,1998,1999,2002,2004年 旧建設省モデル木橋の架設

1997.8 木橋技術協会発足

1999.6 木橋点検マニュアル （木橋技術協会）

木橋点検士制度の創設

2003.10 木歩道橋設計施工に関する技術資料 （（財）国土技術研

究センター）

2009.6 木橋の点検マニュアル第2版 （木橋技術協会）

2018.1 木橋定期点検要領（案） （日本林道協会・木橋技術協会）

2018.4 木橋点検士を木橋診断士に改称

2019.3 木橋技術協会が一般社団法人化

2021.6 木橋・総合診断士を新設

2022.2 木橋・総合診断士が国土交通省技術者資格登録簿に

掲載

2022.8 木橋定期点検要領 ver.2 （日本林道協会・木橋技術協会）

⽊橋技術協会の取り組み
⽊橋技術協会との連携

⼩委員会委員が
参画
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1987 建築基準法の改正 （木造の制限緩和，集成材建築の登場）

1997,1998,1999,2002,2004年 旧建設省モデル木橋の架設
1997.8 木橋技術協会発足
1999.6 木橋点検マニュアル （木橋技術協会）

木橋点検士制度の創設
2003.10 木歩道橋設計施工に関する技術資料 （（財）国土技術研

究センター）

2009.6 木橋の点検マニュアル第2版 （木橋技術協会）

2018.1 木橋定期点検要領（案） （日本林道協会・木橋技術協会）

2018.4 木橋点検士を木橋診断士に改称
2019.3 木橋技術協会が一般社団法人化
2021.6 木橋・総合診断士を新設
2022.2 木橋・総合診断士が国土交通省技術者資格登録簿に

掲載
2022.8 木橋定期点検要領 ver.2 （日本林道協会・木橋技術協会）

⽊橋技術協会との連携

⼩委員会委員が参画

国の橋梁点検要領に関する動き
1988.7 橋梁点検要領（案） （建設省⼟⽊研究所 ⼟⽊研究所資料第2651号）
2004.3 橋梁定期点検要領（案） （国⼟交通省道路局国道・防災課⻑通知）
2007.8 アメリカ・ミネアポリス⾼速道路崩落事故

（2007.6⽊曽川⼤橋、2007.8本荘⼤橋の直轄国道トラス橋で部材破断が⾒つかる）
2012.12 笹⼦トンネル事故
2014.6 道路橋定期点検要領
2019.2 道路橋定期点検要領 改訂

⽊橋技術協会では、早
くから点検マニュアル
を作成

・⽊橋に関する（設計・点検・補修）技術⽀援
・⽊質材料の調査、研究、開発
・講習会開催などによる⽊橋技術の普及
・⽊橋診断⼠、⽊橋・総合診断⼠の研修、試験、登録の実施

⽊橋診断⼠制度

⽊橋に関する技術⽀援

Before After

（⼀社）⽊橋技術協会の活動

⽊橋技術協会との連携 https://ki‐kakehashi.com/

17



全国⽊橋サミットの共催
全国⽊橋サミットとは

全国の⽊橋管理者相互の情報交換や、観光資源としての⽊橋の活⽤策などを考
える機会として、2017年に初めて開催されました。

⽊橋は稀少であり管理者は前例のない維持管理に悩む機会が多く、全国⽊橋サ
ミットを通して情報交換がなさてノウハウの共有が図られています。

サミットの主役は⽊橋管理者であり、共催する⼩委員会の研究者・技術者は彼
らを応援し技術⽀援を⾏っています。

5回⽬の開催となる次回の全国⽊橋サ
ミットは、かずら橋のある徳島県三好市
で2023年10⽉5⽇（⽊）〜6⽇（⾦）に
開催されます。
詳細な情報は今後主催者や全国⽊橋サ
ミットホームページ等で公開しています。
https://tbsummit.jpn.org/

全国⽊橋サミット2023 in 三好

主 催︓鶴⽥町・公益社団法⼈⼟⽊学会⽊材⼯学委員
会（担当︓⽊橋研究⼩委員会）
後 援︓⻘森県、東北農政局、東北森林管理局、⻘森
県⼟地改良事業団体連合会、⻄津軽⼟地改良区、廻堰
⼤溜池⼟地改良区
会 場︓国際交流会館 国際交流ホール
参加者数︓293名

全国⽊橋サミットの共催
第1回 全国⽊橋サミット2017 inつるた
2017年8⽉24⽇，25⽇

鶴の舞橋

パネルディスカッション
共催イベント
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主催︓会津の未来をワクワク考える会・会津若松市
共催︓⼟⽊学会⽊材⼯学委員会⽊橋研究⼩委員会
後援︓国⼟交通省、福島県、福島県⽴博物館、⽇本都市
計画学会、⽇本造園学会、会津若松市公園緑地協会、
会津若松市公園緑地協会、会津若松観光ビューローほか
場所︓福島県⽴博物館 講堂

全国⽊橋サミットの共催
第2回 全国⽊橋サミット2018 in会津
2018年9⽉14⽇，15⽇
「歴史と夢まちづくりフォーラム－公園の可能性－」の
第2部として開催しました。50年ぶりに架け替えられた
廊下橋の取り組みを参考に今後の⽊橋をテーマに討論を
⾏いました。

廊下橋廊下橋の視察

主 催︓岩国市
共 催︓公益社団法⼈⼟⽊学会⽊材⼯学委員会⽊橋研究
⼩委員会
⽇ 時︓令和元年12⽉19⽇（⽊）13:30〜17:00
会 場︓岩国市⺠⽂化会館 ⼩ホール

全国⽊橋サミットの共催
第3回 全国⽊橋サミット2018 in岩国
2019年12⽉19⽇，20⽇

錦帯橋

錦帯橋の5年ごとの定期点検にあわせて開催しました。
約350年に渡る錦帯橋の維持管理の⽅法を学ぶとともに、
全国の⽊橋管理者からの事例報告をもとに、⽊橋の保守
管理をテーマとしたディスカッションをおこないました。

パネルディスカッション

19



主 催 加賀市
共 催 公益社団法⼈⼟⽊学会⽊材⼯学委員会
後 援 ⼀般社団法⼈⽊橋技術協会
会 場 ⼭中温泉 ⼭中座ホール

全国⽊橋サミットの共催
第4回 全国⽊橋サミット2022 in加賀
2022年11⽉1⽇，2⽇

こおろぎ橋の視察

4回⽬となる全国⽊橋サミット2022 in加賀は、「こおろ
ぎ橋」のある加賀市⼭中温泉で開催されました。当初は
2020年の開催予定でしたが、コロナ禍により2年延期と
なりました。

⾦沢⼯業⼤学名誉教授・客員教授の
本⽥秀⾏⽒による基調講演

「加賀藩が誇った世界最⼤級の⽊橋
〜愛本橋の匠技・15考〜」

鶴仙渓の散策

ホームページ
https://tbsummit.jpn.org/
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第13回⽊材利⽤シンポジウム
第2部 ⽊材⼯学委員会活動報告
⼩委員会報告

⽊製建設資材に関する
研究⼩委員会

1

所属メンバー 2

加藤（森林総研） ⽊村（JRSE） 町⽥（群⾺県） 池⽥
（安藤ハザマ）

今井
（道総研林産試）

内倉
（九州⽊材⼯業） 奥原（⻑野県） ⼤本（熊⾕組）

笠間
（寒地⼟⽊研究所） 新藤（森林総研） ⽥⼝（東急建設） 原⽥

（東京インキ）

東野（⼤林組） 溝渕
（⽇出⽔道機器） 桃原（森林総研） ⼭⼝

（越井⽊材⼯業）

吉⽥貴紘
（森林総研） 岩川（愛知県） 落合

（⽇本森林技術協会）
⿊川
（国⼟防災技術）

⽟井（森林総研） 野⽥
（秋⽥県⽴⼤） 原（⾼知⼤） ⼭⼝（⻑野県）

吉⽥宰
（越井⽊材）

⼭名（林野庁）
オブザーバ

蓮尾（林野庁）
オブザーバ

27名
（令和5年3⽉現在）

35



2022年度の主な活動
1.外部有識者による話題提供
メンバーの関⼼がある課題を取り上げ

①国⼟交通省における PPP/PFIの取組みについて
②PPP/PFIストーリー
〜PPPの実務担当者の経験・反省から、皆様にお伝えしたいこと〜

③⽊質外構部材の美観に関する現状と課題
④富⼭県における森林⼟⽊⽊製構造物の開発

2.⼩委員会活動の再検討
活動内容
⾒学会の実施⽅法
次年度以降に取り組む課題

3

4
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１．ＰＰＰ/ＰＦＩが必要な背景

２．ＰＰＰ/ＰＦＩとは何か

３．ＰＰＰ/ＰＦＩ推進のヒントと官民対話

４．事例で見るＰＰＰ/ＰＦＩの効果

５．国土交通省の支援策

1

6
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地方公共団体における案件形成への支援
（国土交通省総合政策局社会資本整備政策課の支援の全体像）

事例・ノウハウの整理 普及啓発 基本構想・体制づくり 導入可能性調査 公募準備・公募 実施

国交省による調査

国
土
交
通
省
各
局
に
お
け
る
支
援

ガイドや事例集の作成
事例・課題の整理

官民連携グリーンチャレンジモデル形成支援

ブロックプラットフォーム セミナー・研修による情報・ノウハウの横展開
首長会議による首長に対する普及啓発
サウンディング（官民対話）による案件形成の推進

先導的な官民連携事業に係る検討費用を補助

PPP協定パートナー

PPPサポーター

国交省と協定を締結した民間事業者（地銀、事業会社、NPO等）が
セミナーや地方公共団体からの相談対応を実施

地方公共団体職員、民間企業職員等をサポーターに任命し、
地方公共団体からの相談や派遣に応じる

国交省・内閣府が概ね県単位のプラットフォームと協定を締結し、
地域が主体となった案件形成を推進

協定プラットフォーム

コンセッションセミナー/サウンディングセミナー

PPP/PFI推進首長会議

サウンディング/研修

専門家派遣によるハンズオン支援
人口20万人未満の地方公共団体に専門家を派遣し、
事業スキーム案の検討や公募書類の作成等の事業化に
係る手続を職員が自立的に実施できるよう支援

インフラの維持管理に係る
官民連携事業の導入検討支援

国土交通省所管のインフラのうち料金収入を徴収しな
いものに係る指標連動方式等を活用した官民連携事業
の導入検討を支援

グリーン社会の実現に寄与する、カーボンニュートラ
ル達成等に向けたインフラ整備、維持管理運営等の官
民連携事業の検討を支援

49

先導的官民連携支援事業
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20

P P P / P F I スト ー リ ー

2022.8.10
⼟⽊学会 ⽊製建設資材に関する研究⼩委員会

富⼭市

〜PPPの実務担当者の経験・反省から、皆様にお伝えしたいこと〜

44
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富山市の概要

■日本地図

■富山県全図

富山市

人口 富山県全体の約４割（418,686人 H27国勢調査）

面積 富山県全体の約３割（1,241.85km2） 海抜0ｍから2,986ｍまでの多様な地形

予算 2021年度一般会計予算額 約1,727億円

アクセス東京駅→富山駅（新幹線2時間10分）

立山あおぐ特等席。 富山市

21
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はじめに ～皆さん知っていますか～

• 行政（官）だけで物事を進めるやり方は限界を迎えています。

• これまでの自治体経営（まちづくり）に足りなかったもの、これからの自治体経営に
求められているもの、それが民間の視点・民間の力です。

• 官と民が互いの強みを活かし、課題解決・魅力的なまちづくり・地域経済の活性化
を目指す新しい仕組みが「官民連携」です。

• 官民連携で重要なことは「対等・WIN-WIN・信頼」関係。

• そのためにはお互いを知ること・官民対話が必要不可欠です。

• 本資料は、PPP/PFI初心者であった一担当者が、いくつかのPPP/PFI事業に携わり
経験を重ねる中で直面し、学び、反省し、試行錯誤を繰り返してきた点等を踏まえ
作成しました。本資料がこれから官民連携・官民対話に取り組む皆様の参考にな
れば幸いです。

22
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Contents

１．官民連携（PPP/PFI）とは

（１） PPP/PFIを推進する上での課題に対する富山市の取組と効果

（２） とやま地域プラットフォームの6年間の活動から見る有効性と今後の課題等

２．官民連携（PPP/PFI）を活用した地域課題の解決

（１） 都心地区の学校統合への活用

（２） 中山間地の公共施設マネジメントへの活用

３．官民対話とは

（１） 様々な段階・種類がある官民対話

（２） 官民の意識のズレ

（３） 富山市における官民対話の変遷 ～トライアルサウンディング～

付録：富山市のこれまでのPPP/PFI事業の取り組み
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PPP/PFI推進の背景

富山市の現状

■行政はノウハウも技術もヒトもオカネも減り続ける一方で、住民ニーズはますます多様化・複雑化

■行政だけで全てを解決することは不可能→民間活力（ノウハウ、ヒト、モノ）の活用が解決の糸口

■民間にとっては新しいビジネス機会に

『官民連携(パートナーシップ)』の必要性

税収

交付金
補助金

料金収入

公共
サービス

維持管理
運営費

更新費等

歳
入
減

税収

交付金
補助金

料金収入

公共
サービス

維持管理
運営費

更新費等 税収

交付金
補助金

料金収入

公共
サービス

官民
連携

民間投資
等

現状 このままだと… 官民連携により

ビジネス機会創出
地域経済の好循環

官民連携
(Public Private Partnership)

………………………………

行政（Public）と
民間・市民（Private）が
一緒に考え、
一緒に物事を進めること
（Partnership）

縮
小

自治体経営の転換
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PPP/PFIを推進する上での課題に対する富山市の取組と効果（１／２）

解
決
に
向
け
た
取
組

■事業手法検討過程のルール化

（PPP/PFI手法導入優先的検討規程、PPP事業手法検討委員会等）

■PPP事業手法検討委員会、各種アドバイザー等からの助言

■部局間調整・庁内コンサル的組織の設置

その他、国の支援メニュー活用、職員研修（先進自治体、国、金融機関等）、

議員研修（有識者）、地域プラットフォームセミナー、シンポジウム等を実施

■未来志向型官民連携研修（県・市）
“志”ある若手職員の人材育成、官民連携手法の技能伝承

庁内や議会説明において“PPP”があたり前に

・「よく分からないのでやらない・反対」の声は減少

・PPPでないことに説明責任

効
果

・対象事業や検討・決定方法が曖昧（PPP/PFIが”あたり前”ではない）

・所管課だけでの対応に限界（人的措置の限界と専門的知識不足）

・企画部門や行革部門では理解があっても、全庁的な理解が不足

・議会（≒住民の代表）における合意形成が難しい

・PPP/PFIに対する不慣れ

官
側
の
課
題

よく分からない…
今までどおりでいいよね。

市場（民間事業者）に聞いてみよう

官民連携でもっと
良くできないかな？

25
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2015(H27) 2016(H28) 2017(H29) 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2)

［行政管理課］
・行政管理係(2)

［行政管理課］
・行政管理係(4)

［行政管理課］
・行政管理係(3)
・公マネ推進班(3)

［行政管理課］
・担当参事(1)
・行政管理係(4)
・公マネ推進班(3)

［行政経営課］
・行政管理係(3)
・公マネ推進係(3)
・官民連携推進係(3)

［営繕課］
・公共施設点検班(3)

［行政経営課］
・担当主幹(1)
・行政管理係(3)
・公マネ推進係(3)
・官民連携推進係(3)

［営繕課］
・公共施設点検班(3)

ファシリティ・マネジメントに関する取組と組織変遷

公共施設利活用検討チーム(施設再編の推進)

公共施設等総合管理計画

公共施設マネジメントアクションプラン

とやま地域プラットフォーム

PPP事業手法検討委員会

PPP/PFI手法導入優先的検討規程

地域別実行計画（PI手法の活用）

〇〇設置
準備室

個別事業（本庁舎北側公有地、斎場、中規模ホール、複合施設、市場、体育館等）

橋りょうトリアージ 措置橋りょうマネジメント基本方針 各種協定・連携（実証フィールド提供等）
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PPP/PFIを推進する上での課題に対する富山市の取組と効果（２／２）

取
組

■とやま地域プラットフォーム
その他、各種団体での研修会等を実施

・地域企業の参画増加 ・PF参加者間の連携強化

・他自治体への波及

・民間提案の活発化

・地域企業のPPP/PFIに関する知識・ノウハウ不足

・地域企業が参画することのメリットが把握しきれていない

・PPP/PFI事業に対する提案能力不足

・企業間のネットワーク不足

・地域企業の受注機会が減少するという懸念

民
側
の
課
題

PPP
推進

PFI?東京の大手企業に
乗っ取られる? !断固反対!!

性能発注って何だ?
提案書、難しそうだなぁ

メリットって何?

自分達も！

こんなこともできそう。
提案してみようかな。

効
果

・適切な情報開示のタイミングと内容

・効果的な官民対話

・民間提案の取扱い
課
題

言っていいの?

良い提案を受けたけど・・・
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PPP/PFIのイメージと課題 ※平成30年度とやま地域プラットフォーム参加者アンケート結果より
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とやま地域プラットフォーム

 2016年11月設立（事務局：富山市、北陸財務局、北陸銀行、日本政策投資銀行）
※2016年度は内閣府支援メニューを活用、2017年度以降は自走 ※2022年から富山県が加入
 PPP/PFIに関する勉強の場（機運醸成、ノウハウ習得）、出会いの場（官民対話、異業種間ネット

ワーク構築）として活用

官民間でPPP/PFIに関する基礎的な認識が共有され、いざ案件を形成しようとする場合…
（官側）どのような事業スキームで、何を行い、どのような点について提案を求めることが、より事業

目的に合致し、民間事業者の自由な創意工夫による提案を引き出せるか、という点を知りたい
（民側）事業の目的、地域づくりの方向性に対する理解を深めるとともに、公募前により民間事業者が

提案しやすい事業スキームについて意見を言う機会ほしい
→具体案件に関する意見交換会・ワークショップ(公募前の案件形成プロセスにおける官民対話の場)

官側は民間事業者の意向を知る場として、また情報発信のスタート・官側の姿勢を示す場として
民側は官側の事業目的や方向性を知り、また民間事業者の意向を官側へ伝える場として活用

・PPP/PFI事業推進の必要性に関する理解を深め、事業推進の機運を醸成していくことが必要
→国の戦略、補助事業等の情報提供、取組実績のある自治体職員によるセミナー・研修会

・地域企業が参画するメリットを把握し、地元のPPP/PFI事業に参画する意欲を醸成していくことが必要
→先進事例紹介等、参画実績のある事業者等によるセミナー

・地域企業が実際にPPP/PFI事業に参画するためには、コンソーシアム組成やプロジェクトファイナンス、
SPC組成等、PPP/PFI事業特有の事項に関する知識を深めることが必要

・地域企業が具体的にPPP/PFI事業に応募していくためには、企画提案書や収支計画書などの提出
書類の作成が必要であり、作成のための検討事項やポイント等を学ぶ機会を得られることが必要

→PPP/PFI事業特有事項・提案書・収支計画等作成に関する勉強会（PPP実践講座）

ステップ1
機運醸成

ステップ２
官民対話

ステップ３
ノウハウ習得

≒「地域（自治体・地元企業・金融機関等）で考えていく体制をつくっていこう」
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参考：地域企業(A社)の取組実績

実施方針等 事業名称 事業形態
予定価格

(税別)
参画状況 応募状況 結果

2005.5
3小学校統合設計・建設・維持管
理事業

PFI-BTO 3,600百万 構成企業
複数応募
(3ｸﾞﾙ ﾌー )゚ ×

2005.5
芝園小学校及び芝園中学校設
計・建設・維持管理事業

PFI-BTO 7,272百万 代表企業
複数応募
(6ｸﾞﾙ ﾌー )゚ ×

2007.6
新庄小学校分離新設校及び公民
館等設計・建設・維持管理業務

PFI-BTO 3,744百万 代表企業 １者応募 ○

2018.2 八尾地域統合中学校整備事業 PFI-BTO 5,408百万 構成企業
複数応募
(2ｸﾞﾙ ﾌー )゚ ○

2018.3 本庁舎北側公有地活用事業
・定期借家
・土地売却

2,709百万
165百万

代表企業
複数応募
(2ｸﾞﾙ ﾌー )゚ ○

2018.4 富山市斎場再整備事業 PFI-BTO 6,726百万 構成企業 1者応募 ○

実践・経験を通した
ノウハウ蓄積・成功体験

今では…
・大手企業グループ
にも勝てるように！
・これまで参画実績
のなかった地域企業に
も連携範囲が拡大

一方で…
A社以外の地域企

業の参画の動きはま
だまだ鈍い

◆地域金融機関の積極的な関与に期待

様々な場面における
地域金融機関のサポート

・地域企業がPPP/PFI事業に参画するためには、様々な場面に
おいて地域金融機関の存在が大きい
・行政では動きにくい・不得意な分野(企業間の橋渡し、資金調達
面でのサポート等)における地域金融機関の積極的関与を期待

課題と可能性有

・A社は地域金融機関の関連会社
・企業間ネットワーク構築(異業種の連携
企業の橋渡し等)や資金調達等における
バックアップが事業への参画を後押し
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PPP/PFI推進の背景 ～公共施設マネジメントとPPP（官民連携）によるまちづくり～

中心市街地の小学校７校を２校に統合
→統合新校舎はPFI手法により整備、学校跡地では必要な都市機能を民間活力を活かして整備

富
山
ラ
イ
ト
レ
ー
ル

従前の
土地利用

現在の土地利用 整備手法
土地の

所有状況

愛宕小学校 県立雄峰高校 公設 県所有

安野屋小学校
県立中部高校
サブグラウンド

公設 県・市所有

総曲輪小学校
まちなか総合ケアセン
ター、スポーツクラブ、
専門学校等

ＰＰＰ
市所有

（民間施設
は定借）

八人町小学校
市教育センター

（暫定利用）
既存校舎

利用
市所有

星井町小学校
角川介護予防

センター等
公設民営 市所有

五番町小学校 中央小学校 ＰＦＩ 市所有

清水町小学校
食品スーパー、ドラッグ
ストア、公民館等

ＰＰＰ
市所有

（民間施設
は定借）

中央小学校

芝園小中学校

PPP(手段)が目的になってはいけないが、イ ンフ ラ 老朽化問題対応やまちづく り にはPPPが不可欠
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学校ＰＦＩ事業における独自提案による品質向上

要求水準のﾍ゙ ｽー

光陽小学校（ 平成14年開校ﾓﾃ゙ ﾙ校） の

設計

・ｵー ﾌﾟ ﾝｽﾍ゚ ｽー型教室

・ﾕﾆﾊ゙ ｻーﾙﾃ゙ ｻ゙ ｲﾝ

・ｴｺｽｸ ﾙーの理念

・耐震性能

・地域学校連携施設

都心居住誘導のための

新しい取り組み( 統合校)

･屋上ﾌﾟ ﾙー（ 開閉式屋根、昇降床）

･校庭の芝生化(天然芝･人工芝)

民間の独自提案
・免震構造（ 芝園小・中）

・各階に教師ｺ ﾅーー 設置

・半屋外空間や吹抜け空間

･ﾜー ｸｼｮｯﾌﾟ 実施により設計に児童

生徒、教員や地元の意見反映

・デザイン性の向上

+ α
要求水準書
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PPP事業における民間事業者との連携

当初提案

最終成果

事業者の
追加提案

事業者の
意見

市の意見

市の提案

要求⽔準により⼀定の条件はあるが、
⺠間部分も含めて連携し、⼀緒に良いものをつくり上
げる。

・施設整備
・整備後の運営

エリ ア全体の価値向上

両者の
柔軟な対応
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官民対話とは ～様々な段階・種類がある官民対話～

「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド（H28年10月・内閣府等）」より作成

プロセス類型 概 要 官民対話のタイミング目 的

マーケットサ
ウンディング型

事業案の作成前に、民間と対話
して事業の可能性（市場性やア
イデア）を調査するもの。

①事業発案時
・市場性把握
・アイデア把握

②公募条件検討時
・参画意向把握
・公募条件の検討

提案インセン
ティブ付与型

事業化に対する民間提案を募
集し、提案採用決定後、官民対
話を経て公募を実施。提案採
用事業者へのインセンティブを
行うもの。

①民間提案審査時 ・アイデア詳細確認

②提案採用決定後 ・公募要件の確認

選抜・交渉型

事業リスト又は個別具体の案件
を示して民間提案を募集し、審
査・優先順位付け後、競争的対
話による協議を行い、協議が
調った者と契約するもの。

優先交渉権者選定後
・本格的な提案把握
・詳細要件すり合わせ
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官民対話とは ～様々な段階・種類がある官民対話～

事業段階 対話の目的 対話の内容 官側 民側

アイデア募集
（事業発案前）

・事業の趣旨
・事業の可能性
・事業手法

・事業化の可能性把握
・発注方法等の整理
・他類似事例等の情報

・施設概要の把握
・概略スケジュール把握

公募条件・
アイデア募集
（事業方針有）

・事業の趣旨
・事業の可能性
・事業手法
・公募条件
・スケジュール

・官側の思いや方針を
伝えられる

・事業化の可能性把握
・発注方法等の整理
・事業参画意欲把握

・官側の求めるものや方針
等を確認

・付加価値の提案
・事業手法やリスク分担等、

公募条件の提案
・公募スケジュール確認

公募条件
すり合わせ

・公募条件
・スケジュール

・官側の思いや方針を
伝えられる

・事業参画意欲把握

・条件の確認
・公募スケジュール確認
・リスク分担の精査
・評価基準の確認
・附帯事業等の提案

基本構想
検討

公募

基本計画
策定

導入
可能性
調査

公募要項
検討

3
年
前
～

1
年
半
前
～

6
か
月
前
～

「地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント（R2年１月・国土交通省）」等より作成
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官民対話に対する官民の意識のズレ

• 地方公共団体から事業性を判断でき
る情報など、十分な情報の提供がない

• 提案したノウハウやアイデアが他者に流
出しないか不安である

• 助言、提案が地方公共団体でどのよう
に活かされるのか分からない

• オープンの場で案件の情報に触れて、
自治体との関係をつくり、個別の官民
対話に繋げたい

民間事業者の声行政の声

• サウンディングのやり方(情報提供の内容・
方法、様式、進行、意見の引き出し方等)
が分からない

• 民間事業者の意見の活かし方が分からない
• 事業構想が明確でない段階で、民間事

業者から意見を聞いてもよいのか分から
ない

• 民間事業者から斬新なアイデアを聞きたい
• 助言、提案を受けて、事業化に向けた次

のステップに繋げたい ■民間事業者が聞きたいこと
・方針はあるか
・スケジュール(スピード感)はどうか
・やりたいことに具体性があるか
・庁内合意はどこまでなされているか
・住民合意はとれているのか

■行政が期待すること・聞きたいこと
・何か民間のアイデアがほしい

（明確な考えや方針がないことが多い）
・今の費用より安くできるか

「地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント（R2年１月・国土交通省）」等より作成
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行政の皆様へ

 論点整理（課題認識・与条件・希望する方向性等）をした上で聞きたい事を明確に

【民間事業者に期待する事・聞きたい事（例）】
・何ができるかの可能性を知りたい
・やりたいこと（機能）の実現可能性
・コスト低減を最優先にしたい

 対話の前に基本情報をオープンに

【民間事業者が求める基本情報】
・これまでの検討経緯 ・施設の交通アクセスや立地状況
・施設の諸元（築年数、敷地面積、建物面積、耐震性等 ・想定事業スケジュール
・施設の過去３年程度の収支情報、利用状況等 ・法的制約 等

 「対等・信頼関係」と本気の姿勢

・「対等・WIN-WIN・信頼」関係 （聞くだけ、形だけ、体裁だけの対話は絶対にダメ）
・上から目線はNG。正直に包み隠さず話す
・対話は直接実施が基本（コンサル任せは“思い”が伝わらない）

 反映できる意見は確実に反映 / 条件やリスク分担等の意見不採用の理由を明確に

・意見を聞くだけにならないように（意見を採用できない場合等は理由をフィードバック）

・何が課題かを明確に
・何をしたいのかを明確に
・手法は限定せずに

困った時に情報共有・相談ができる
人と 人と の繋がり (官民問わず)も重要
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民間事業者・金融機関の皆様へ

 行政にアドバイスをお願いします

行政は皆さんの意見を取り入れたいという強い希望がある一方で、官民対話・サウンディング
のやり方（どんな情報を提供すればよいのか、どのようにして意見を引き出せばよいのか等）が
分からず、手探りの状態です。分からないので行動に移せない（官民対話ができない）自治体
もあります。ぜひ、行政の行動を待たずにアドバイス・アピールをしていただけると助かります。

 行政独特のルール・プロセスへの理解

行政には地方自治法上の制約(単年度予算主義等)や庁内・議会・市民との合意形成等の
一定のプロセスがあり、皆様のスケジュール感や事業の進め方とは異なる点が多々あります。
（この点をご理解・知っておいていただけるとスムーズに事業を進めることができます。）

 率直な意見をお願いします（忖度不要）

できないものは「できない」、現実と乖離した行政の考えには「ＮＯ」と言ってください。

 事業者間のネットワーク構築・橋渡し、民間事業者へのアドバイスをお願いします

プラットフォームも有効ですが、行政（≒発注者）が動けることには限界があります。
将来的に地域経済の好循環に繋がる、という長期的な視点でご協力をお願いします。

・民間事業者の皆様へ

・金融機関の皆様へ
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これまでの反省から「より良い官民連携のため」に心がけていること

・コンサル（アドバイザリー）や有識者（第三者委員会等）から意見・情報を得たから大丈夫

・・・生きた声が分からない、現実との乖離

→ これも有力だが、直接、様々なステークホルダーと接触・対話することが必要

・事業手法が最優先

・・・手法選択ばかりに注力してしまい、ビジョンと与条件の精査を怠ってしまった。結果、

明確なビジョンやコンテンツがないまま、中途半端な市場調査で事業化

民間の創意工夫の余地が少ない（運営・スキーム等が仕様発注に近い）案件に

→ ビジョンやコンテンツを決めることが先（事業手法は後からついてくる）

・言葉だけの「対等・WIN-WIN・信頼関係」

・・・未だに上から目線。庁内に溢れる「民間にやらせればいい」の声。

→ 民と一緒に汗をかく！（PPPの基本） / 相手(民間事業者)への配慮を忘れない

・「コストをかけてFS調査しないといけない」という思い込み

・・・「多額のコストをかけたのだから事業化しないと」という誤った判断

→ サウンディング・官民対話により、低コストで短時間に事業化判断材料等を入手

（民間事業者はコストと労力、知的財産を投入して対話に参加していることの理解も必要）

・民間事業者との対話は担当課で対応

・・・人によって言うことがバラバラ、民間事業者側に余計な手間や混乱が発生

→ 部局横断的に民間事業者との対話を行う専門部署・窓口の指定

39

まとめ 40

外部識者による話題提供︓効果的
現状認識を把握・確認する上で有効
話題提供者との事前調整が重要

⼟⽊分野での⽊材利⽤︓認識は薄い
課題は事例や⽊材に関する情報の共有

⼟⽊利⽤と循環型社会︓より⼀層の連携
更新周期、持続的な健全性維持

事例収集、話題提供、現地調査を今後も
継続して実施
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